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 試験結果の一例として、直線平坦路での発進試験

及び制動試験の結果を図５及び図６に示す。条件(c)
でも条件(b)と同等の加速が可能であるが、停止時

は、FF 車、FR 車とも条件(c)での停止距離が延びて

いることが分かる。なお、登坂路・降坂路での発進・

制動試験においても同様の傾向がみられた。 
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図５ 直線平坦路での発進試験結果 

 

0 20 40 60

ＦＦ車

ＦＲ車

初速60km/hからの制動距離 （m)

4輪スタッドレスタイヤ（条件（b））

駆動輪スタッドレスタイヤ＋非駆動輪標準装着タイヤ（条件（c）） 
図６ 直線平坦路での制動試験結果 

 
 また、旋回試験からは、以下の結果がみられた。 
・ 低速旋回試験（10R）では、条件(b)、(c)とも極

端な差が生じなかったが、高速旋回試験（30R）

では、条件(c)は条件(b)と比べてハンドル修正な

しで曲がれる限界速度が10km/h程度低かった。 
・ 上記の限界速度から加速して、条件(b)と同じ速

度でカーブを曲がろうとすると、FF 車は後輪が

グリップしないためリヤが外に膨らみスピン状

態になり、FR 車は前輪がグリップしないために

フロントが外に膨らんでカーブから外れるな

ど、危険な状態になることが確認された。 
 

４．４．ユーザーへの注意喚起 

 今回の試験結果を踏まえ、国土交通省では「積雪

時の事故を防止するために！！」として、以下の点

について、ユーザーに向けた注意喚起がビデオ映像

とともに公表されている（www.mlit.go.jp/jidosha 
/carinf/rcl/carsafety.html)。 

(1) 雪道や凍結路を走行する際の注意点 
・タイヤにタイヤチェーンなどの滑り止め装置を着

けるか、スタッドレスタイヤなどの雪路用タイヤ

を装着しましょう。 

・制限速度にかかわらず速度を十分落とし、車間距

離を十分とって運転しましょう。 

・横滑りを起こすことがありますので、ハンドルや

ブレーキの操作は特に慎重に。急発進、急ブレー

キ、急ハンドルは絶対にやめましょう。 

(2) スタッドレスタイヤを過信せず、スタッドレス

タイヤを装着しても、乾燥路面と比べると非常に

スリップしやすいことを十分認識した運転を行

いましょう。 
(3) スタッドレスタイヤは全車輪に装着することが

基本。駆動輪のみに装着した場合は、車両の挙動

が安定しないなど、十分な滑り止め効果が得られ

ません。全車輪に装着しましょう。 

 

図７ 積雪時の事故防止のための注意喚起ビデオ 

 

５．おわりに 

 本年 6 月 24 日、道路運送車両法及び自動車検査

独立行政法人法の一部を改正する法律（平成 27 年

法律第 44 号）が公布された。この法律は、リコー

ルの実施に必要な報告徴収及び立入検査の対象への

装置メーカー等の追加、自動車検査独立行政法人及

び当研究所との統合など、リコール技術検証業務に

関連する改正項目も多く盛り込まれている。リコー

ルの迅速化を通じた自動車の使用における安全・安

心の確保がこれまで以上に期待されているところで

あり、当部としても、今後とも、技術検証業務やこ

れに関連した市場への注意喚起をすすめ、より安全

で環境にやさしい「くるま社会」の実現に貢献して

いく所存である。 

 

 

 
 

交通システム研究領域における研究の概要と方向性 
 
 

交通システム研究領域   廣瀬 道雄 
 
 

１．まえがき 
 交通安全環境研究所では、日々の生活や経済活動

に欠かせない自動車、鉄道等について、国の施策に

直結した試験研究業務を通じて、安全で環境に優し

い交通社会の構築に貢献するための取り組みを進

めている。 
 その中で交通システム研究領域では、交通社会の

安全・安心の確保及び地球環境問題の改善に貢献す

ることを目的として、安全性の高い公共交通システ

ムの構築及び公共交通システムの利用促進等の観

点から研究に取り組んでいる。また、そこで培った

知見を基盤として、我が国の鉄道システムの海外展

開を支援するための活動にも力を注いでいる。 
 本稿では、交通システム研究領域が実施している

取り組みの概要について報告する。 
２．交通システム研究領域の研究 

２．１．基本的視点 
 交通システム研究領域では、研究に対する基本的

視点として、（1）交通システムの安全・安心の確保、

（2）地方鉄道の維持・活性化、（3）公共交通利用促

進等による地球環境問題の改善、に関する研究に重

点的に取り組んでいる。 
 これらは国土交通省における鉄道分野の主要施

策に対応しているものであるが、近年、国土交通省

ではこれらに加え、我が国の鉄道技術の海外展開を

重要施策の一つとして位置づけており、当研究所に

おいても、日本の鉄道技術の国際標準化への貢献に

注力するとともに、所内に独立した鉄道認証室を設

置して、国際規格適合性認証（鉄道製品認証）に積

極的に取り組んでいるところである。 
 また、索道（ロープウェイ、リフト等）の試験を

行うことができる我が国唯一の公的機関として、索

道に関する試験研究にも継続的に取り組んでおり、

握索装置（搬器をロープに固定する装置）や新型ロ

ープの試験を実施しているほか、索道事故等のデー

タベース化など索道の安全に資する研究を行なっ

ている。 
２．２．交通システムの安全・安心の確保 
 交通システムの安全・安心の確保に係わる研究に

ついては、主に安全性評価技術、常時監視・モニタ

リング技術等に関する研究を実施している。 
 当研究所は、運輸省の研究所として発足し、現在

も国に準ずる公的な研究所として、新しい交通シス

テムや新技術を導入する際の安全性・信頼性の評価

及び技術基準策定支援などに取り組んできた実績

を有している。また、日本の鉄道メーカが海外の鉄

道プロジェクトに参画する際の技術、システムの安

全性評価についても多くの実績がある。 
 安全性評価技術に関する取り組みについては、新

たに開発されたシステム技術等の安全性評価を受

託研究として継続的に実施するとともに、評価を通

じて蓄積したノウハウを活用し、今後の安全性評価

や国際規格適合性認証を的確に進める上で役立て

られるよう、日本の鉄道の安全確保の考え方に立脚

しつつ、信頼性にも着目した評価手法について整

理・体系化を進めている。 
 常時監視・モニタリング技術については、鉄道施

設、車両の保守管理コストの低減が課題となってい

る一方で、輸送障害に対する防止対策も重要な課題

となっており、検査手法や保守管理手法に関する研

究が求められていることを背景として、低コスト化、

高性能化が進んでいるセンサ類を活用した軌道・車

両境界領域に係わる状態監視技術に関する取り組

みを進めている。具体的には、脱線係数の常時モニ

タリング装置による軌道状態把握手法及びそこか

ら得られる常時観測データを前提とする軌道管理

手法の研究や、トングレールの異常振動の検知等に

よる転てつ器の予防保全手法に関する研究などを

実施している。 
 また、自動車・鉄道の双方を所管する当研究所の
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特徴を活かしたモード横断的取り組みも進めてお

り、道路上を運行する路面電車と自動車との衝突事

故の防止、及び鉄道と道路交通の接点である踏切で

の事故の防止を対象として、 ITS（ Intelligent 
Transport Systems：高度道路交通システム）の車

車間通信技術やセンシング技術等を活用し、危険状

態を検知してドライバー・運転士に注意喚起を行う

安全運転支援システムなど、安全性向上手法の研究

を進めている。 
２．３．地方鉄道の維持・活性化 
 地方鉄道の維持・活性化を目的として、各種のセ

ンサ技術や汎用技術を活用するとともに、GPS、汎

用無線等の通信技術を組み合わせて、営業列車を用

いた軌道状態監視システム（プローブ車両）による

予防保全支援システムの構築を行うなど、地方鉄道

の保守負担軽減、省コスト化に資する研究を実施し

ている。 
 また、将来に向けて一層の保守負担軽減、省コス

ト化を図るには、軌道回路等の地上設備に頼ってい

る列車の位置検知を車上主体に置き換え、地上設備

を削減・省力化することが求められる。このため、

当研究所では、準天頂衛星、GPS 等の衛星測位技

術を活用して列車の位置検知を行う車上システム

について、安全性評価のみならず位置検知の精度・

信頼性等に関する研究に取り組んでいる。 
２．４．公共交通利用促進等による地球環境問題の

改善 
 公共交通の利用促進に関する研究は、LRT（Light 
Rail Transit：次世代型路面電車システム）、ゴムタ

イヤ式新交通システムなどの軌道系システムの評

価や、省コストでホーム上の旅客の安全性を向上さ

せる観点から新型ホームドア等の評価を行うとと

もに、地方自治体や一般社会への理解促進・啓発活

動を行うなど、公共交通システムの普及促進に関す

る取り組みを実施している。 
 LRT は、地下鉄・高架鉄道に比して乗降におけ

る上下移動が少なく、高齢化社会が進展する中で交

通弱者にも利用しやすい交通システムである。その

ような LRT や路線バスなどを対象に、道路交通と

軌道系交通を模擬したシミュレーションによる評

価を行い、公共交通システムの導入効果や道路交通

流への影響等について、CO2排出量など環境への影

響も含めた定量的評価を行っている。 
２．５．国際標準化及び国際規格適合性認証 

 本フォーラム２日目のテーマは「国際規格を中心

とした鉄道技術の海外展開に向けた取り組み」と題

し、鉄道分野における国際標準化及び認証に係る活

動を中心とした報告を行うこととした。 
 近年、欧州では、メーカが中心となり、国際標準

化を武器とした鉄道技術の海外展開を積極的に図

っている。現在、東南アジアを中心として、多くの

国が鉄道の整備を検討・推進しており、我が国とし

ては、国家戦略として国際標準化に積極的に関わる

ことが重要である。このような背景から、当研究所

では、日本の鉄道技術や当研究所の知見・経験を国

際規格に反映させるため、国際標準化活動に積極的

に参画してきている。 
 本フォーラムでは、国際展開に対応した技術評価

手法に関する研究について報告するとともに、鉄道

車両の磁界評価法、車上電力測定法など、具体的な

国際標準化案件への取り組みについても報告する。 
 また、鉄道分野の国際規格適合性認証に関しては、

近年、海外の鉄道プロジェクトにおいて第三者機関

（認証機関）による認証を要求されることが多くな

り、海外展開の要件の一つとなっている状況にある。

当研究所の鉄道認証室は、我が国初の鉄道分野にお

ける製品認証機関として認定を取得し、認証活動に

積極的に取り組んでおり、認証書の発行実績も着実

に積み重ねている。 
 本フォーラムでは、認証ニーズが大きい RAMS
規格（Reliability、Availability、Maintainability、
Safety の頭文字で、システムの信頼性・安全性等の

評価手法を定めた規格）などの安全関連国際規格の

動向及び認証活動の現状・展望について報告する。 
３．今後の展開 

 交通システム研究領域では、交通システムの安

全・安心の確保、地方鉄道の維持・活性化、公共交

通の利用促進等に関する研究を中心に取り組んで

おり、これらの研究を通じて、安全で持続可能な交

通社会の実現に貢献している。 
 これからも、当研究所が有する研究資産と、これ

まで培ってきた技術力を活用しつつ、自動車・鉄道

双方の知見を有する当研究所の特性を活かした研

究に積極的に取り組むとともに、引き続き国際標準

化活動及び国際規格適合性認証活動を通じて、優れ

た安全性・信頼性を誇る我が国の鉄道システムの海

外展開を支援し、グローバルな社会的貢献を果たし

ていきたいと考えている。 
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１．はじめに 
日本の軌道系交通システム（鉄道等）の海外展開に

際しては、国際規格に準拠した第三者安全性評価（以

下「ISA（Independent Safety Assessor）評価」とい

う）が必須とされるケースが増加している 1)。このよ

うな状況に鑑み、国際規格の客観性や合理性と整合し

つつ、これまで交通安全環境研究所（以下「当所」と

いう）が培ってきたFMEA（Failure Mode and Effects 

Analysis）、FTA（Fault Tree Analysis）を中核とす

る手順を継承した標準的な安全性評価手法について

検討した。本報ではそれを取りまとめた結果を報告

し、安全性重視を堅持しつつ信頼性等も考慮した技術

評価手法の確立に向けた取り組みについて述べる。 

２．標準的な設計安全性評価手法の提示 

２．１．FMEAと FTAの位置付け 

これまでの当所のISA評価においては、FMEAと FTA

を中核的な解析方法として活用している 2) 3)。そこで

示されている両者の関係を図1に示す。FMEAの拡張版

である FMECA（Failure Mode and Effects Criteria 

Analysis）により、個々の要素の故障モード、故障要

因、影響、対策等を検討し、影響度（危険性）、発生

頻度、及びその両者で表されるリスク評価値を求め

る。そしてリスク評価値が大きいケース、その中でも

頻度は小さいが危険性が高いケースを重点的に抽出

し、FTAのトップ事象として選定する。FTAでは、FMEA

の結果に基づいて設定されたトップ事象からトップ

ダウンで基本事象または非展開事象（以下「基本事象

等」という）まで解析し、トップ事象に至る確率を算

定する。さらに、基本事象等の中に FMEA で挙げた故

障モード、対策等が漏れなく含まれていることを確認

することにより FMEA の妥当性も検証する。また単一

故障モードでは上位事象に至らないが複数故障モー

ドのAND条件により上位事象に至るような、FMEAでは

把握できない故障モードの影響も把握する。一方、安

全性の可否の観点からは、基本事象等の発生確率に基

づいてトップ事象の発生確率を計算するだけでなく、

中間に介在する制約ゲートの機能の信頼性を確認す

ることも有効である。そのため、制約ゲートの存在と

その信頼性によりトップ事象の発生確率の小ささも

評価する。 

２．２．国際規格の考え方との整合 
 IEC 62425では、FMEAは単一のフォールト（故障に

よる異常状態）の影響解析、FTAは複数のフォールト

の影響解析の主要な手段と位置付けられている 1)。ま

た、それらの手順や技法についてはIEC 60812及びIEC 

61025に各々記述されている。 

要素 機能 故障モード 故障原因 故障の影響 対策
危険
度

発生
頻度

ﾘｽｸ
評価

ａ 地上電源 地上電力供給断 停電
地上信号保安
システム機能停止

無停電電源設置 2 3 6

非在線を在線と誤認 車両位置の誤認
当該軌道進入不能
→列車遅延

位置検知精度向上 1 2 2

在線を非在線と誤認
車両位置の誤認

非防護車両の進入
他列車と衝突

SIL4装置の採用
位置検知精度向上

4 1 4

信号断 送受信機故障
非常制動、出発不能
→列車遅延

通信系統の二重化 2 2 4

伝送中のデータ化け ノイズ
パターン生成条件錯誤
→列車衝突

所要SN比の確保
CRC検定等

4 1 4

ｄ 車上電源 車上電力供給断 停電、過電流
車上信号保安
システム機能停止

停電時の非常停止 2 3 6

停止点手前側誤り プログラム誤り 列車遅延 プログラムチェック 1 2 2

停止点遠方側誤り データベース誤り 他列車と衝突 データベースチェック 4 1 4

高速側に誤認 素子不良 速度抑制→列車遅延
速度検出値のクロス
チェック

2 2 4

低速側に誤認 断線
速度超過→
脱線、他列車と衝突

速度検出値のクロス
チェック

4 1 4

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

在線／非在線
認識

ATP信号
送受信

速度パターン
生成

速度検出

ｂ

ｃ

ｅ

ｆ

FMEA（FMECA） FTA

FMEAで故障影響のリスク（特に危険度）が高いと判断されたケースをFTAのトップ事象に選定
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図1 FMEA（FMECA）とFTAの関係（模式図）2) 


